
【様式１】

（行政機関名 ）

○○年度に作成した行政文書ファイル等（法施行前作成ファイル等については、「○○年度に保存期間が満了する行政文書ファイル等」と記入）

大分類 中分類

別表第2
2(1)①の表
の事項・業
務区分に該
当する場
合、その事
項・業務区
分

2(1)②所
管制度の
運用状況
の把握等

2(2)①歴
史的に特
に重要な
政策事項
等

2(2)②当
該行政機
関におけ
る重要政
策

2(2)③領
土・主権

2(3)昭和
27年度以
前

ア．特定
秘密が記
録されて
いる文書
を含む行
政文書
ファイル
等（○、
解除、
×）

イ．（保
存期間満
了時）指
定期間25
年以上
（○、
×）

ウ．（保
存期間満
了時）指
定期間30
年超 （30
年超の延
長不承認
を含む）
（○、
×）

ア．極秘文
書を含む行
政文書ファ
イル等
（○、解
除、×）

イ．秘文書
を含む行政
文書ファイ
ル等（○、
解除、×）

【Ⅰ】組織
及び機能並
びに政策の
検討過程、
決定、実施
及び実績に
関する重要
な情報

【Ⅱ】国民
の権利及び
義務に関す
る重要な情
報

【Ⅲ】国民
を取り巻く
社会環境、
自然環境等
に関する重
要な情報

【Ⅳ】国の
歴史、文
化、学術、
事件等に関
する重要な
情報

名称（小分
類）の補足
的な説明が
ある場合、
その内容
（具体的に
記載）

当該業務を
主管する文
書管理者か
ら移管され
る文書

当該文書に
記載された
情報が別の
媒体（デー
タベース
等）に保存
されている
文書

その他参考
となる情報

1
2021 年
度

研修の実施
記録

実績
○○大学研
修講師派遣

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

2022/4/1 ３年 2025/3/31 電子

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

廃棄 13-(2) × × × × × × × × × × × × × × － × × －

2
2021 年
度

庶務 職員 職員管理

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

2022/4/1 ３年 2025/3/31 電子

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

廃棄 － × × × × × × × × × × × × × ×

職員年間休
暇計画、休
暇取得の予
定票、緊急
連絡先等を
まとめた
ファイル

× × －

3
2021 年
度

公文書管理
法の施行・
運用

取組状況の
把握

〇年度行政
文書の管理
状況報告書

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

2022/4/1 10年 2032/3/31 電子

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

移管 － ○ × × × × × × × × × × × × × － × × －

4
2021 年
度

計画 対策
○○計画大
綱

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

2022/4/1 30年 2052/3/31 電子

内 閣 府
大 臣 官
房 公 文
書 管 理
課長

移管 － × × × × × × × × × × ○ × × × － × × -

　　　2　平成23年3月31日以前に作成・取得した行政文書ファイル等の場合は、中分類を大分類、小分類を中分類、行政文書ファイル名を名称（小分類）、作成（取得）時期を起算日などと読み替えて記載する。

8

保存期
間満了
時の措

置

作成・
取得年
度等

名称
（小分類）

作成・
取得者

起算日
保存期

間

行政文書ファイル等のレコードスケジュール付与状況

行政文書ファイル管理簿記載事項

整理
番号

備考国立公文書館意見

行政文書管理規則別表第２ ２(1)～(5)の該当状況

2(4)特定秘密に関する内容 秘密文書に関する内容 2(5)　2(1)～(4)に記載のないもので以下に該当

助言日

分類

保存期間満
了日

媒体

その他判断の参考となる情報（行政文書ファイル
等の内容・性質等）

管理者

当面の間は、文書管理システム上は従来の様式を用いる。

　6　「国立公文書館意見」「助言日」「備考」は、国立公文書館が使用するので、記入しないこと。

（注）1　特に指定がない場合、該当する場合は「○」、該当しない場合は「×」を記載する。

　3　名称（小分類）の補足的な説明がある場合は、｢名称（小分類）の補足的な説明がある場合、その内容（具体的に記載）｣にできる限り具体的にその内容（行政文書ファイル等を構成する行政文書の類型等）を記載する（「～雑件」、「～関係資料」等の場合）。
　4　行政文書ファイル等の内容・性質等のうち、「その他参考となる情報」は、当該行政文書ファイル等の内容・性質で注記すべきと思われる内容を具体的に記載する。
　5　個表は原則、行政機関単位で作成する。なお、「作成・取得者」「文書管理者」については、文書管理者単位（部局名から）で記入すること。

　7　行政文書管理規則の別表第２の項目番号が行政文書の管理に関するガイドラインの別表第２の項目番号と差異のある行政機関においては、上記様式の項目番号に読替が生じるため留意すること。（例：２（1）①⇒２（1）イ）



文  書  番  号 

○ 年 ○ 月 ○ 日

独立行政法人国立公文書館長 あて 

行政機関の長 

歴史公文書等の移管について 

 公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）第８条第１項に基づ

き、別紙１の移管文書一覧に記載する歴史公文書等を移管します。 

 （あわせて、同条第３項に基づく別紙２の利用制限意見の詳細を別添のとお

り提出します。） 

※ 括弧内の内容は、様式２別紙２による利用制限意見の詳細を任意提出す

  る場合に記載してください。 

　

【様式２】各行政機関から国立公文書館への移管通知（公文） 



 【様式２別紙１】　移管文書一覧

（行政機関名： ）

（受領依頼日： ）

（受領依頼番号： ）

データ容量（単位：MB） 電子ファイル数 搬送する媒体の種別
搬送する媒
体の数

データ容量
（単位：MB）

媒体番号 簿冊背表紙名 総簿冊数 箱番号

1 2021年度 2022/04/01 10年 2032/03/31 審議会等 公文書管理委員会
○年度公文書管理委
員会議事録

大臣官房公文書
管理課長

大臣官房公文書
管理課長

× ×
電子

文書管理
システム 移管 ######

文書管理シ
ステム 12500 １５

2 2021年度 2022/04/01 10年 2032/03/31
公文書管理法の施行・
運用

取組状況の把握
〇年度行政文書の管
理状況報告書

大臣官房公文書
管理課長

大臣官房公文書
管理課長

ロ（監査検査
等）

○
電子及
び紙

文書管理
システム及
び書庫

移管 ######
文書管理シ
ステム 10000 １０

〇年度行政文書の管
理状況報告書

1 1

3 2026年度 2027/04/01 5年 2032/03/31 広報 広報関係業務
○年度広報業務関係
文書（ホームページ、
パンフレット等）

大臣官房公文書
管理課長

大臣官房公文書
管理課長

× ×
電子

文書管理
システム 移管

移管が適
当である

######

文書管理シ
ステム及び
可搬媒体

600 ５ DVD 3 12,000 1

1

管理者起算日
整理
番号

作成・取得
年度等

名称（小分類） 作成・取得者
国立公文
書館意見 移管方法

「文書管理システム」から移管する場合のみ記入 「可搬媒体」で移管する場合のみ記入

利用制限意
見の有無（有
の場合は該

当条項）

小計
合計

RS確認
日

保存
期間

保存期間満了日 大分類 中分類 「紙」・「その他」の場合のみ記入

移管文書情報利用制限意
見の詳細（様
式２別紙２）の
提出（任意）

の有無

媒体
種別

保存
場所

レコード
識別番

号

※
管理
番号

保存期間
満了時の

措置



【様式２別紙２】

行政機関名 ○○年度保存期間満了分　Ｎｏ．

整理
番号

行政文書ファイル等の名称
該当条項

（第16条第1項）
該当する理由 レコード識別番号

1

イ（個人情報） ○○は、個人が識別されるおそれがあるため。

※「○○」は、識別される箇所を具体的に記述。

4

ロ（法人情報） ○○は、法人に関する情報であり、利用されると、・・・との理由から、当該
法人の権利（又は、競争上の地位その他正当な利益）を害するおそれがあ
るため。

※「・・・」は、法的保護に値する蓋然性が判断できるよう具体的に記述。

5

ロ（監査検査等） ○○は、監査（又は、検査、取締り、試験等）に関する情報であり、利用され
ると、・・・との理由から、当該事務に関し、正確な事実の把握を困難にする
おそれ（又は、違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困
難にするおそれ）があるため。

※「・・・」は、正確な事実の把握が困難になるおそれ等があると判断した理
由を具体的に記述。

8

ロ（公営企業等） ○○は、国が経営する企業（又は地方公共団体が経営する企業、独立行
政法人等又は地方独立行政法人）の事業に関する情報であり、利用される
と、・・・との理由から、その企業経営上の正当な利益を害するおそれがある
ため。

※「・・・」は、法的保護に値する蓋然性が判断できるよう具体的に記述。

10

ハ（国の安全等） ○○は、・・・との理由から、公にすることにより、国の安全が害されるおそ
れ（又は、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ、他国
若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ）があるため。

※「・・・」は、相当の理由があると判断できるよう具体的に記述。

12

ニ（公共の安全
等）

○○は、・・・との理由から、公にすることにより、犯罪の予防（又は、鎮圧又
は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持）に支
障を及ぼすおそれがあるため。

※「・・・」は、相当の理由があると判断できるよう具体的に記述。

（注）
　１　整理番号欄は、様式２別紙１に対応する番号になります。
　２　行政文書ファイル等の名称欄は、様式２別紙１の名称（小分類）を記入してください。
　３　該当条項欄には、「イ」（行政機関情報公開法第５条第１号）、「ロ」（同前第５条第２号又は第６号イ若しくはホ）、「ハ」（同前第５条第３号
　　相当）、「ニ」（同前第５条第４号相当）から選んで記入してください。該当条項が複数ある場合、該当条項をすべて記入してください。

利用制限意見の詳細

　４　該当する理由欄には、該当理由（個人、法人、国の安全…）のほか、識別される箇所を可能な限り具体的に記載してください。



【様式３】

分類（大分類） 分類（中分類）

2012年度
○年度行政文書
管理状況報告

全般 公表資料
内閣府大臣官
房公文書管理

課長
2013年4月1日 10年 2023年3月31日 電子

文書管理
システム

内閣府大臣官
房公文書管理

課長
移管

国立公文書館に
移管

2023年4月15日

2019年度 ○年度職員研修 研修の実施状況 研修実績
内閣府大臣官
房公文書管理

課長
2020年4月1日 ３年 2023年3月31日 電子

文書管理
システム

内閣府大臣官
房公文書管理

課長
廃棄 廃棄 2023年4月30日

○○年度移管・廃棄簿

移管日・廃棄日保存期間満了日
媒体の種

別
保存場所 管理者

保存期間満
了時の措置

保存期間満了時
の措置結果

作成・取得
年度等

分類
名称（小分類） 作成・取得者 起算日 保存期間

レコード
識別番号



【様式４】各行政機関から内閣府への廃棄協議（公文）

 文 書 番 号

○ 年 ○ 月 ○ 日

内閣総理大臣 あて

  行政機関の長

公文書等の管理に関する法律第８条第２項に基づく廃棄について（協議）

 公文書等の管理に関する法律第８条第２項に基づき、別紙の行政文書ファイル等の廃棄

について、同意を求める。

※ 別紙として、「廃棄しようとする行政文書ファイル等」、「廃棄しようとする特定行政文

書ファイル等」、「廃棄しようとする特定秘密であった情報を記録する行政文書ファイル

等」のいずれかを添付。



【様式４別紙】

（行政機関名： ）

1 ○○年度及び○○年度に保存期間が満了する以下の行政文書ファイル等

大分類 中分類

別表第2 2(1)
①の表の事
項・業務区分
に該当する場
合、その事
項・業務区分

2(1)②所
管制度の
運用状況
の把握等

2(2)①歴
史的に特
に重要な
政策事項
等

2(2)②当
該行政機
関におけ
る重要政
策

2(2)③領
土・主権

2(3)昭和27
年度以前

ア．特定秘
密が記録さ
れている文
書を含む行
政文書ファ
イル等
（○、解
除、×）

イ．（保存
期間満了
時）指定期
間25年以上
（○、×）

ウ．（保存
期間満了
時）指定期
間30年超
（30年超の
延長不承認
を含む）
（○、×）

ア．極秘文
書を含む行
政文書ファ
イル等
（○、解
除、×）

イ．秘文書
を含む行政
文書ファイ
ル等（○、
解除、×）

【Ⅰ】組織及
び機能並びに
政策の検討過
程、決定、実
施及び実績に
関する重要な
情報

【Ⅱ】国民の
権利及び義務
に関する重要
な情報

【Ⅲ】国民を
取り巻く社会
環境、自然環
境等に関する
重要な情報

【Ⅳ】国の歴
史、文化、学
術、事件等に
関する重要な
情報

名称（小分
類）の補足
的な説明が
ある場合、
その内容
（具体的に
記載）

当該業務を
主管する文
書管理者か
ら移管され
る文書

当該文書に
記載された
情報が別の
媒体（デー
タベース
等）に保存
されている
文書

その他参考
となる情報

1
2021年
度

研修の実施
記録

実績
○○大学研
修講師派遣

大臣官房
公文書管
理課長

2022.4.1 ３年 2025.3.31 電子
大臣官房
公文書管
理課長

廃棄 13-(2) × × × × × × × × × × × × × × － × × － ○

2
2021年
度

庶務 職員 職員管理
大臣官房
公文書管
理課長

2022.4.1 ３年 2025.3.31 電子
大臣官房
公文書管
理課長

廃棄 － × × × × × × × × × × × × × ×

職員年間休
暇計画、休
暇取得の予
定票、緊急
連絡先等を
まとめた
ファイル

× × － ○

　　　2　平成23年3月31日以前に作成・取得した行政文書ファイル等の場合は、中分類を大分類、小分類を中分類、行政文書ファイル名を名称（小分類）、作成（取得）時期を起算日などと読み替えて記載する。

　7   当面の間は、文書管理システム上は従来の様式を用いる。

廃棄しようとする行政文書ファイル等

行政文書ファイル管理簿記載事項

整理
番号

文書
管理
者確
認欄

行政文書管理規則別表第２ ２(1)～(5)の該当状況

2(4)特定秘密に関する内容 秘密文書に関する内容 2(5)　2(1)～(4)に記載のないもので以下に該当分類

その他廃棄の同意に当たり参考となる情報（行政文
書ファイル等の内容・性質等）

　6　行政文書管理規則の別表第２の項目番号が行政文書の管理に関するガイドラインの別表第２の項目番号と差異のある行政機関においては、上記様式の項目番号に読替が生じるため留意すること。（例：２（1）①⇒２（1）イ）

保存期間満
了日

媒体 管理者
保存期間
満了時の
措置

作成・
取得年
度等

名称
（小分類）

作成・取
得者

起算日 保存期間

（注）1　特に指定がない場合、該当する場合は「○」、該当しない場合は「×」を記載する。

　3　名称（小分類）の補足的な説明がある場合は、｢名称（小分類）の補足的な説明がある場合、その内容（具体的に記載）｣にできる限り具体的にその内容（行政文書ファイル等を構成する行政文書の類型等）を記載する（「～雑件」、「～関係資料」等の場合）。
　4　行政文書ファイル等の内容・性質等のうち、「その他参考となる情報」は、当該行政文書ファイル等の内容・性質で注記すべきと思われる内容を具体的に記載する。
　5　個表は原則、行政機関単位で作成する。なお、「作成・取得者」「文書管理者」については、文書管理者単位（部局名から）で記入すること。
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